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１．「プラットフォーム」について検討するにあたり

○ 単に「ネットワーク層とアプリケーション層の中間層」という位置付け

ではなく、２０１０年に到来するユビキタス社会に向かって、あらゆる

産業、公共サービスの社会インフラとして、ますます重要な位置を占める。

システムデザイン＝「次の世代にどんな社会を引き継ぐか」

のグランドデザインと言っても過言ではない。

○ 従って「どのような社会システムを構築するか」を充分に検討した上で、

・官と民との役割分担

・具備すべき条件

等を決定すべきである。

○ 目的は

産 業 界 ： 国際競争力の向上、新ビジネス・雇用の創出

公的セクター： 提供サービスの質・利便性の向上と省力化

個 人： 生活レベルの向上と心の豊かさの実現、多様性による活力増進

共 通： 安心・安全な社会・生活の確保

○ 単に「ネットワーク層とアプリケーション層の中間層」という位置付け

ではなく、２０１０年に到来するユビキタス社会に向かって、あらゆる

産業、公共サービスの社会インフラとして、ますます重要な位置を占める。

システムデザイン＝「次の世代にどんな社会を引き継ぐか」

のグランドデザインと言っても過言ではない。

○ 従って「どのような社会システムを構築するか」を充分に検討した上で、

・官と民との役割分担

・具備すべき条件

等を決定すべきである。

○ 目的は

産 業 界 ： 国際競争力の向上、新ビジネス・雇用の創出

公的セクター： 提供サービスの質・利便性の向上と省力化

個 人： 生活レベルの向上と心の豊かさの実現、多様性による活力増進

共 通： 安心・安全な社会・生活の確保
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２．１．ＩＣＴ産業における「プラットフォーム」の具備すべき条件についての検討課題（全体）

１． 継続性担保

・ 新システムへの切り替えと移行時の新旧システム並存担保

・ 旧システム資産の継承

２． リスクマネジメント

・ 単一システム・事業者への依存回避とシステム修復力、二重化等

３． 国と民間の役割分担

・ 標準化・研究開発の推進

・ 事業展開・公共サービス提供の環境整備(ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ+ｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ)

規制の緩和と法制度の整備

犯罪の抑止：事前の予測、事後でも迅速に刑事罰も含めた罰則規定

セキュリティー等ポリシー(ユビキタス憲章)の普及啓蒙と人材育成

４． デジタルデバイドの解消とユニバーサルデザイン

・ 個人個人の欲するライフスタイル、社会貢献、自己実現

・ 高齢者や障害者を社会的弱者の地位から解放

５． 個人情報・プライバシーの保護、アクセス権制限とデータマイニング

６． 個人認証インフラとしての住基カードの利活用

７． 社会コスト・地球環境への配慮

８． 社会への影響の定期的な検証と政策・法令へのフィードバック

１． 継続性担保

・ 新システムへの切り替えと移行時の新旧システム並存担保

・ 旧システム資産の継承

２． リスクマネジメント

・ 単一システム・事業者への依存回避とシステム修復力、二重化等

３． 国と民間の役割分担

・ 標準化・研究開発の推進

・ 事業展開・公共サービス提供の環境整備(ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ+ｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ)

規制の緩和と法制度の整備

犯罪の抑止：事前の予測、事後でも迅速に刑事罰も含めた罰則規定

セキュリティー等ポリシー(ユビキタス憲章)の普及啓蒙と人材育成

４． デジタルデバイドの解消とユニバーサルデザイン

・ 個人個人の欲するライフスタイル、社会貢献、自己実現

・ 高齢者や障害者を社会的弱者の地位から解放

５． 個人情報・プライバシーの保護、アクセス権制限とデータマイニング

６． 個人認証インフラとしての住基カードの利活用

７． 社会コスト・地球環境への配慮

８． 社会への影響の定期的な検証と政策・法令へのフィードバック
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ＩＣＴ産業における「プラットフォーム」とは、以下の機能の一部または全てを統合して提供するビジネスＩＣＴ産業における「プラットフォーム」とは、以下の機能の一部または全てを統合して提供するビジネス

２．２．ＩＣＴ産業における「プラットフォーム」の範囲

プライバシー
認証

課金・決済著作権管理
（DRM等）

セキュリティ

映像・音楽配信

電子書籍

オンライン
ゲーム

遠隔教育

電子/ビデオ
メール

オンライン
ショッピング

遠隔医療

電子政府・自治体

企業間電子市場

テレビ電話
ホームセキュリティ

ＳＣＭ

食品トレーサビリティ

災害監視

プラットフォーム層プラットフォーム層

ＩＣＴ産業

固定電話網

ケーブルインターネット

地上デジタル放送

光ファイバ

衛星通信

ＤＳＬ
次世代携帯網

無線LAN
交通系（ＤＳＲＣ等）

電子タグネット

ホームネットワーク

Bluetooth

ネットワーク層ネットワーク層

センサーネット

位置情報システム基盤

電子データ交換就業システム

ＥＲＰ

ＣＲＭ

ＩＴＳ

衛星放送

ケーブルテレビ

タイムスタンプ

アプリケーション層アプリケーション層

情報家電

ネットワークロボットカーナビ

電話・ＦＡＸ ウェアラブル端末

電子タグ
PDA・モバイル

ゲーム機
デジタルテレビ

パソコン

携帯電話・PHS

ユビキタス端末
センサー

端末層端末層

ＤＶＲ・ビデオ

①アプリケーション利用に係る取引仲介、契約・課金等の代行機能 ④取引手順やデータ形式等のシステム基盤機能
②アプリケーションを集約化するポータル機能 ⑤価格形成や品質評価等の市場機能
③ユーザーの本人確認等の認証・与信機能 ⑥著作権等の知的財産権管理機能等

コンテンツ・サービス層コンテンツ・サービス層

映像・音楽

デジタルアーカイブ 教育 放送ライブラリ

ゲームデータベース

プログラム
医療情報・ヘルスケア

総務省 「ユビキタスネット社会におけるプラットフォーム機能のあり方に関する研究会」事務局作成資料に一部修正・加筆
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今後、プラットフォーム層の充実に向けて行政の役割が期待される３分野今後、プラットフォーム層の充実に向けて行政の役割が期待される３分野

２．３．行政の役割が期待される「プラットフォーム」の対象

公共系プラットフォーム

取り組むべき分野
①電子署名・認証
②電子自治体
③公共サービス（医療・教育等）

○ 民間分野では既に様々なプラットフォームが登場し、互いに競争している状況 （ただし、課金・認証等の課題あり）

○ 電子政府や医療、教育等、公共的なアプリケーション向けのプラットフォームは発展の初期段階
○ 情報家電や電子タグ等、ユビキタスネット社会の中核となるような次世代プラットフォームは黎明期

行政の役割を検討すべき
３つのプラットフォーム分野

☆公的サービスの電子
化による国民生活の
利便性向上
⇒電子政府・電子自治体の
推進による行政手続の電
子化促進及び政策形成
への市民参加
⇒医療・教育等の公的サー
ビスの電子化による利便
性向上

☆行政の効率性向上
⇒レガシー改革等を通じた
行政事務の効率化促進
⇒省庁・自治体間のノウハ
ウの共有促進

☆安心・安全を支える利用者保護
⇒刑事罰も含めた罰則規定・法令整備
⇒セキュリティー等ポリシーの普及啓蒙と
トラブル等に対する相談体制拡充

⇒莫大な顧客情報や個人情報等の保護
⇒コンテンツ提供の媒介者としての公序良
俗性確保
⇒著作権処理の中核機能を担うことによる
消費者利益の確保

民間系プラットフォーム

取り組むべき課題
①課金・認証の円滑化
②プラットフォーム間の相互
運用性確保・標準化促進
③利用者の安心・安全対策
④e-ラーニング促進

次世代プラットフォーム

取り組むべき分野
①情報家電・ホームネットワーク
②電子タグ・センサーネットワーク
③位置情報

☆経済成長を支える成長基盤
及び次世代社会としての社会
基盤性
⇒日本の強みでもある情報家電等の
推進による国際競争力の向上

⇒電子タグ等活用によるユニバーサル
デザイン確保など、次世代ＩＣＴ社会に
相応しい社会資本整備
⇒デジタルデバイド解消・ユニバーサル
デザインへの配慮

☆電子商取引を支える社会
基盤性
⇒取引仲介機能や少額課金・決済機能
等を担うことによる電子商取引促進
⇒共通した標準取引手順に基づく異業
種間連携促進による経済効率の向上

☆公正競争を促す市場環境
整備
⇒プラットフォーム乱立や相互運用性の
欠如による消費者利益低下の回避
⇒アプリケーション・サービスのボトル
ネックとしてのオープン性の確保

共
通
基
盤

★社会への影響の定期的な検証
★政策・法令へのフィードバック

総務省 「ユビキタスネット社会におけるプラットフォーム機能のあり方に関する研究会」事務局作成資料に一部修正・加筆
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２．４． 課題検討にあたって必要な視点：民間系

① 国と民間の分担：利益競争の結果落ち着くプラットフォームは、民間に任せればよい。
国の役割：国が背中を押す役割・必要があるもの、法整備が必要なもの、インフラ的なものを担当。

規格の統一、標準化では旗振り役を期待。

製品サイクル短縮化の中でデファクトが決まるまでの間、一般消費者が混乱する。

② 事業化の加速：プラットフォームを担う産業、プラットフォームを活用する産業の両方において

③ 電子決済
(a)本人認証が重要なクレジットカード的なもの、(b)金額の確認のみ必要な電子マネーの2つに分けて、
(i)提供する利用者情報、(ii)認証のセキュリティレベル、(iii)決済の上限金額を検討すべき。

キャッシュには匿名性や手軽さという長所もあり、電子マネーに、利用者情報の収集を

入れ込みすぎると、利便性が殺される。⇔ビジネスモデルとのバランス。

④ セキュリティシステムレベルの保証
現在ユーザーはブランドで判断しているが、新規参入を容易にするにはセキュリティレベルを

どこかで判定する必要がある。

⑤ 利便性：エンドユーザーの利便性とプロバイダの利便性は切り分けて考えるべき。

⑥ 犯罪抑止：新しい技術には、事故や犯罪がつきもの。
技術的な防止策だけでなく、後始末としての法整備を刑事罰も含め、同時に進める必要。

特に利用者保護。事前に想定できるものは事前に対処をし、事後も迅速に法改正を。

⑦ 政策決定・法整備のスピード

① 国と民間の分担：利益競争の結果落ち着くプラットフォームは、民間に任せればよい。
国の役割：国が背中を押す役割・必要があるもの、法整備が必要なもの、インフラ的なものを担当。

規格の統一、標準化では旗振り役を期待。

製品サイクル短縮化の中でデファクトが決まるまでの間、一般消費者が混乱する。

② 事業化の加速：プラットフォームを担う産業、プラットフォームを活用する産業の両方において

③ 電子決済
(a)本人認証が重要なクレジットカード的なもの、(b)金額の確認のみ必要な電子マネーの2つに分けて、
(i)提供する利用者情報、(ii)認証のセキュリティレベル、(iii)決済の上限金額を検討すべき。

キャッシュには匿名性や手軽さという長所もあり、電子マネーに、利用者情報の収集を

入れ込みすぎると、利便性が殺される。⇔ビジネスモデルとのバランス。

④ セキュリティシステムレベルの保証
現在ユーザーはブランドで判断しているが、新規参入を容易にするにはセキュリティレベルを

どこかで判定する必要がある。

⑤ 利便性：エンドユーザーの利便性とプロバイダの利便性は切り分けて考えるべき。

⑥ 犯罪抑止：新しい技術には、事故や犯罪がつきもの。
技術的な防止策だけでなく、後始末としての法整備を刑事罰も含め、同時に進める必要。

特に利用者保護。事前に想定できるものは事前に対処をし、事後も迅速に法改正を。

⑦ 政策決定・法整備のスピード
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参考Ⅰ 産業の情報化という視点から ①協業・協働の場として：鹿児島建築市場を例にして

注)鹿児島建築市場：日経地域情報化大賞2004受賞

•出典：ＫＡＮＳＡＩ＠ＣＡＮフォーラム05.06. 16 日経メディアラボ所長坪田知己氏講演

好循環を生み出す仕組みの構築を。好循環を生み出す仕組みの構築を。
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参考Ⅰ 産業の情報化という視点から ①協業・協働の場として：鹿児島建築市場を例にして

•出典：ＫＡＮＳＡＩ＠ＣＡＮフォーラム05.06. 16 日経メディアラボ所長坪田知己氏講演
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２．５． 課題検討にあたって必要な視点：公共系

① 法令との整合性

文書の保管期間、電子署名の有効性等。

② 継続性

将来にわたって情報を取り出せることに対する担保。

③ 住民基本カード

個人認証のインフラとしての活用。

使用にあたっての個人の選択権の確保。

④ 犯罪の抑止：新しい技術には、事故や犯罪がつきもの。

技術的な防止策だけでなく、後始末としての法整備を刑事罰も含め、同時に進める必要。

特に利用者保護。事前に想定できるものは事前に対処をし、事後も迅速に法改正を。

⑤ デジタルデバイド解消、ユニバーサルデザイン
ＰＣ以外の携帯や情報家電の活用。

① 法令との整合性

文書の保管期間、電子署名の有効性等。

② 継続性

将来にわたって情報を取り出せることに対する担保。

③ 住民基本カード

個人認証のインフラとしての活用。

使用にあたっての個人の選択権の確保。

④ 犯罪の抑止：新しい技術には、事故や犯罪がつきもの。

技術的な防止策だけでなく、後始末としての法整備を刑事罰も含め、同時に進める必要。

特に利用者保護。事前に想定できるものは事前に対処をし、事後も迅速に法改正を。

⑤ デジタルデバイド解消、ユニバーサルデザイン
ＰＣ以外の携帯や情報家電の活用。
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２．６． 課題検討にあたって必要な視点：次世代

① 国際競争力の強化

研究開発の促進とファーストユーザーとしての国の役割。

企業単独では取り組めないものへのアプローチ。

標準化の促進。

② 継続性

将来にわたって情報を取り出せることに対する担保。

③ 新規産業創出とベンチャー支援

支援産業・人材の育成：エンジェル、コーディネーター、ディレクター

④ 犯罪の抑止と社会との整合性・受容性の確保

技術的な防止策だけでなく、後始末としての法整備を刑事罰も含め、同時に進める必要。

特に利用者保護。事前に想定できるものは事前に対処をし、事後も迅速に法改正を。

社会への影響の調査、使用者責任の説明等の啓蒙活動が必要。

⑤ デジタルデバイド・ユニバーサルデザインの配慮、ライフスタイルの多様化への貢献

⑥ 社会コスト・地球環境への配慮、循環型社会の実現

① 国際競争力の強化

研究開発の促進とファーストユーザーとしての国の役割。研究開発の促進とファーストユーザーとしての国の役割。

企業単独では取り組めないものへのアプローチ。

標準化の促進。

② 継続性

将来にわたって情報を取り出せることに対する担保。

③ 新規産業創出とベンチャー支援

支援産業・人材の育成：エンジェル、コーディネーター、ディレクター

④ 犯罪の抑止と社会との整合性・受容性の確保

技術的な防止策だけでなく、後始末としての法整備を刑事罰も含め、同時に進める必要。

特に利用者保護。事前に想定できるものは事前に対処をし、事後も迅速に法改正を。

社会への影響の調査、使用者責任の説明等の啓蒙活動が必要。

⑤ デジタルデバイド・ユニバーサルデザインの配慮、ライフスタイルの多様化への貢献

⑥ 社会コスト・地球環境への配慮、循環型社会の実現
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追加検討すべき課題例
① システム毎の決済上限金額と認証システムのバランスに不安が残る。
→未青年層のへの配慮、決済金額と認証システムのバランス

② 教育分野での活用(e-ラーニング等)が進んでいない。
→講師側へのテレワークの導入が遅れている。電子決済の活用も進んでいない。

対応策例

① 金融機関の長年にわたるノウハウの活用
→ 未青年層のへの配慮・決済金額と認証システムのバランスについての意見交換促進

② e-ラーニングへのテレワーク、電子決済の導入促進
(在宅講師としての高齢者・身障者の活用促進により社会参加にも貢献)。
→労災、及び人材の流動化に対応した社会保険・年金制度の整備
( 定期的な実態調査とフィードバック。 法令の柔軟な改廃とトラブル等に対する相談体制拡
充。)
→ 能力開発ｼｽﾃﾑの整備・拡充
→ 高齢者・身障者の講師への登用含む生涯学習への積極活用推進。

③ その他：利用者の安全・安心対策を含めた普及促進
→ ポリシーも含めた啓蒙活動の推進。
→ 社会的影響に対しての定期的な検討。
→ 刑事罰も含めた法令の柔軟な改廃とトラブル等に対する相談体制拡充。
→ ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを含む業界横断的な情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策への取組の支援。
→ 個人情報保護、有害ｺﾝﾃﾝﾂ提供､ｾｷｭﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ等の評価。
→ アクセシビリティ・ユニバーサルデザインの確保の促進。

追加検討すべき課題例
① システム毎の決済上限金額と認証システムのバランスに不安が残る。
→未青年層のへの配慮、決済金額と認証システムのバランス

② 教育分野での活用(e-ラーニング等)が進んでいない。
→講師側へのテレワークの導入が遅れている。電子決済の活用も進んでいない。

対応策例

① 金融機関の長年にわたるノウハウの活用
→ 未青年層のへの配慮・決済金額と認証システムのバランスについての意見交換促進

② e-ラーニングへのテレワーク、電子決済の導入促進
(在宅講師としての高齢者・身障者の活用促進により社会参加にも貢献)。
→労災、及び人材の流動化に対応した社会保険・年金制度の整備
( 定期的な実態調査とフィードバック。 法令の柔軟な改廃とトラブル等に対する相談体制拡
充。)
→ 能力開発ｼｽﾃﾑの整備・拡充
→ 高齢者・身障者の講師への登用含む生涯学習への積極活用推進。

③ その他：利用者の安全・安心対策を含めた普及促進
→ ポリシーも含めた啓蒙活動の推進。
→ 社会的影響に対しての定期的な検討。
→ 刑事罰も含めた法令の柔軟な改廃とトラブル等に対する相談体制拡充。
→ ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを含む業界横断的な情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策への取組の支援。
→ 個人情報保護、有害ｺﾝﾃﾝﾂ提供､ｾｷｭﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ等の評価。
→ アクセシビリティ・ユニバーサルデザインの確保の促進。

３．１．プラットフォームの課題と対応策の追加検討すべき事項：民間系
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①有料コンテンツのパラダイムシフト

アプライアンス（端末） ： PC → ネット家電（TV、ＰＶＲ）
有料コンテンツ ： リアル商品 → オンライン・コンテンツ

ライヴ

新制作 旧

フロー

ストック

ﾊﾞﾗｴﾃｨ

映画

音楽
70‘s
ﾚｯﾄﾞﾂｪｯﾍﾟ etc.

名作系
風と共に去りぬetc.

新作系
ハリーポッター etc.

90‘s
ブリトニー、宇多田・浜崎 etc.

坂本龍一 etc.

Avex系 etc.ｻｻﾞﾝ・ﾐｽﾁﾙ etc.

スポーツ
ﾌﾟﾛﾚｽ・格闘技

野球・ｻｯｶｰ

グラビア
アイドル

VOD向き

生中継向き

ｲｴﾛｰ
ｷｬﾌﾞ系 etc.

【コンテンツ編成考察 コンテンツマッピング】

教育・教養
百科事典

資格・英会話教材

趣味・くらし

レシピ

ショッピング（EC）

ニュース・ビジネス

芸能ニュース

経済・社会・天気・株価

消費型
（TV）

能動型
（PC)

即時性・同時性（視聴者が合わせる）

余暇利用（コンテンツが合わせる）

出典：経済産業省委託研究：携帯利用電子決済プラットフォームWG 04.12. 22 「コンテンツ配信サービスのケータイによる小額決済利用シーン」NTTレゾナント 渕上氏講演

参考Ⅱ ブロードバンドネットワークの拡大による産業構造の変化
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②有料コンテンツ・オンライン決済のパラダイムシフト

クレジット決済 → 新規小額即時決済
オンライン・コンテンツ購入年齢層と携帯利用年齢層がピッタリ同一

購入額（円）

購
入
者
年
齢

１０

３０

５０

４０

２０

１､０００ ３､０００ ４､０００２､０００ ５､０００

中核的
「利用者層
と

販売額」
の範囲

未成年者

小額即時決済

（オンライン・コンテンツが中心）

パラダイムシフト

6０

廉価な料金での
事業拡大を模索

PC時代TV時代

オンライン クレジット決済

（実世界で取り扱う商品が中心）

歳

参考Ⅱ ブロードバンドネットワークの拡大による産業構造の変化

•出典：経済産業省委託研究：電子決済を利用したオンラインコンテンツビジネスに関する調査研究
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③オンライン・コンテンツ小額即時決済手段の選択

小額即時決済手段としては携帯利用電子マネーが好位置を確保しつつある

○

○

△

○

○

即時

決済
性＊３

○

○

○

△RW＊４

○

追加設

備不要

×

○

×

○

○

匿
名

性

○

10万円以
下

×

５万円以下

５万円以下

紛失被害
ﾌｨｯｼﾝｸﾞ

詐欺対策

△

△

×

△

○

総
合

評
価

○

○

×

○

○

安全・安心

○

○

△

×

○

ｵﾝﾗｲﾝ

ﾘﾁｬｰ
ｼﾞ・

購入等

△中

△中

×大

○小

○小

手数

料＊６

△小～中

○大

○大

○大

○大

決済金額
の

上限＊５

×

○

×

○

○

年齢

制限

無し

情報代金回収代行

プリペイドカード＊2

オンラインクレジット

カ-ド利用電子マネ-＊１

携帯利用電子マネ-＊１

オンライン

小額即時

決済手段

＊１．Ｅｄｙを想定
＊２．Ｂｉｔ Ｃａｓｈを想定

＊３．個人認証、保証限度額確認等のオンライン検証

＊４．リーダー･ライターの追加
＊５．大：1万円以上、 中：1千円～1万円、 小：1千円以下
＊６．小：５％以下、 中：５～１０％ 大：１０％以上

参考Ⅱ ブロードバンドネットワークの拡大による産業構造の変化

•出典：経済産業省委託研究：電子決済を利用したオンラインコンテンツビジネスに関する調査研究
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参考Ⅲプラットフォーム間の相互運用性確保・標準化促進：①携帯を加えた小額決済

○ オンライン・コンテンツの小額即時決済のための商品のコード体系等の標準化
例）→ プラットフォームのオープン化や連携を促す業種横断的な取組促進
→ プラットフォーム間の相互運用性を評価する活動を支援

○ 小額即時決済プラットフォ－ムの業界横断による使用の共通化

例）→ プラットフォームのオープン化や連携を促す業種横断的な取組促進
→ プラットフォーム間の相互運用性を評価する活動を支援

○ ２次元コ－ドによる小額即時決済プラットフォ－ムの普及

例）→ ・ 携帯機種に依存するスペックの差を考慮した２次元コ－ドの表示サイズと

読み取り誤差の統一

・ サ－ビス種別（小額決済、商品の詳細情報収集等）と対応する２次元コ－ドに

挿入する情報の種類、ネット家電端末のアドレス等管理

・ サ－ビス種別（小額決済、商品の詳細情報収集等）毎の通信手順の統一

等を検討・実施する第三者機関の活動を支援(実証実験を含む)

○ RW（パソリ）方式の普及
例）→ ネット家電端末組込み方式・外付けアダプタ方式の推進環境整備

○ 将来方式（無線LAN＆UWB、Bluetooth等）の開発支援

例）→ 各方式の国際動向、今後の商用化スケジュ－ル等調査活動の支援

ネット家電端末に実装される時期とその利用方法、メリット等の調査活動の支援

○ オンライン・コンテンツの小額即時決済のための商品のコード体系等の標準化
例）→ プラットフォームのオープン化や連携を促す業種横断的な取組促進
→ プラットフォーム間の相互運用性を評価する活動を支援

○ 小額即時決済プラットフォ－ムの業界横断による使用の共通化

例）→ プラットフォームのオープン化や連携を促す業種横断的な取組促進
→ プラットフォーム間の相互運用性を評価する活動を支援

○ ２次元コ－ドによる小額即時決済プラットフォ－ムの普及

例）→ ・ 携帯機種に依存するスペックの差を考慮した２次元コ－ドの表示サイズと

読み取り誤差の統一

・ サ－ビス種別（小額決済、商品の詳細情報収集等）と対応する２次元コ－ドに

挿入する情報の種類、ネット家電端末のアドレス等管理

・ サ－ビス種別（小額決済、商品の詳細情報収集等）毎の通信手順の統一

等を検討・実施する第三者機関の活動を支援(実証実験を含む)

○ RW（パソリ）方式の普及
例）→ ネット家電端末組込み方式・外付けアダプタ方式の推進環境整備

○ 将来方式（無線LAN＆UWB、Bluetooth等）の開発支援

例）→ 各方式の国際動向、今後の商用化スケジュ－ル等調査活動の支援

ネット家電端末に実装される時期とその利用方法、メリット等の調査活動の支援

•出典：経済産業省委託研究：電子決済を利用したオンラインコンテンツビジネスに関する調査研究
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○ コンテンツの電子マネ－決済の相互接続検証と利用者サ－ビスサポ－トの拡充

ネット家電端末使用したオンライン・コンテンツの電子マネ－決済ビジネスでは、

情報家電化パソコン端末と互角以上に競争していくための「相互接続性を完全に担保し、

利用者サポートを保証」するための産業基盤の整備が必須の条件である。

サ－ビス・コンテンツ毎の
サービスプラットフォ－ムと
ネット家電端末との

共通インタフェ－ス仕様の整備

業界運営のコールセンタ設備 常設の相互接続検証組織

競争力強化・事業拡大サイクル

全くの素人の利用者へホームネットワーク接続の各社の

各種端末の新設・誤操作・保守・障害切分等をアドバイス

新製品・バージョンアップ品の

各社端末との相互接続性の検証

■ メ－カ－毎の端末の

差別化機能と

共通機能との峻別

■ メ－カ－機器識別と

遠隔診断機能

■ 当初はPVR単体と
携帯電話とのシステムが中心

必要の可否も含めて検討要

参考Ⅲプラットフォーム間の相互運用性確保・標準化促進：②コンテンツの電子マネー決済

注)PVR:Personal Video Recorder

•出典(財)産業研究所委託研究：ＩＰネットワーク機器産業の実態と中長期予測等に関する調査研究
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参考Ⅳ e-ラーニングへのテレワークの導入への課題

•出典 「在宅ワークとその課題」電子情報通信学会ネットワークとライフスタイルワークショップ、中原他

e-ラーニングへのテレワークの導入には下記の課題の解決が不可欠である。

また、これらの課題はオンラインショッピングの運営についても共通する。
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３．２．プラットフォームの課題と対応策の追加検討すべき事項：公共系

追加検討すべき対応策例
① 電子署名・認証
○ 国民にとっての電子政府の実用性を高めるため、電子署名・認証の利用を促進

→ 住基カードの本人認証への利活用拡大(本人に選択肢)
→ e-文書法の逐次拡大とタイムスタンプの導入促進等を通じ、電子文書の活用を推進
→ 会社登記簿情報・決算状況の無料ｵﾝﾗｲﾝ開放
(金融機関への融資申請・自治体への各種届出・認可申請の場合、従来は決算報告書
に加えて登記簿、印鑑証明等の提出が必須であり、中小企業にとっては大きな負担)。

②電子自治体
○ 市民生活に密着した自治体の連携した電子化を促進する共通基盤を整備

→ 二重化も見据えて複数の電子自治体が連携して利用できるプラットフォーム整備。
(共同使用可能なアプリケーションの無償提供や共同センター設立促進は既に実施)

→ 省庁・自治体間のノウハウの共有とサービス提供者の原点に立ち返った意識改革。
→ 医療・教育・行政手続等の公共ｻｰﾋﾞｽを、情報家電のｺﾝﾃﾝﾂとして実現。

③ 公共サービス （医療）
○ 医療分野における各種サービスの基盤となるプラットフォームの整備促進

→ 遠隔医療に対する保険制度改革と法整備。
→ インフラとしてのギャランティド･ネットワークの整備
→ カルテのポータビリティの確保。

④ 公共サービス （教育）
○ 教育分野における各種サービスの基盤となるプラットフォームの整備促進

→ 学校教育への利活用のための環境整備と人材育成。

追加検討すべき対応策例
① 電子署名・認証
○ 国民にとっての電子政府の実用性を高めるため、電子署名・認証の利用を促進

→ 住基カードの本人認証への利活用拡大(本人に選択肢)
→ e-文書法の逐次拡大とタイムスタンプの導入促進等を通じ、電子文書の活用を推進
→ 会社登記簿情報・決算状況の無料ｵﾝﾗｲﾝ開放
(金融機関への融資申請・自治体への各種届出・認可申請の場合、従来は決算報告書
に加えて登記簿、印鑑証明等の提出が必須であり、中小企業にとっては大きな負担)。

②電子自治体
○ 市民生活に密着した自治体の連携した電子化を促進する共通基盤を整備

→ 二重化も見据えて複数の電子自治体が連携して利用できるプラットフォーム整備。
(共同使用可能なアプリケーションの無償提供や共同センター設立促進は既に実施)

→ 省庁・自治体間のノウハウの共有とサービス提供者の原点に立ち返った意識改革。
→ 医療・教育・行政手続等の公共ｻｰﾋﾞｽを、情報家電のｺﾝﾃﾝﾂとして実現。

③ 公共サービス （医療）
○ 医療分野における各種サービスの基盤となるプラットフォームの整備促進

→ 遠隔医療に対する保険制度改革と法整備。
→ インフラとしてのギャランティド･ネットワークの整備
→ カルテのポータビリティの確保。

④ 公共サービス （教育）
○ 教育分野における各種サービスの基盤となるプラットフォームの整備促進

→ 学校教育への利活用のための環境整備と人材育成。
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３．２．プラットフォームの課題と対応策の追加検討すべき事項：公共系

追加検討すべき対応策例
⑤ 共通事項
○ 情報システムのフレキシブルな連携・組み替えを実現するシステム構築・連携手法の標準化
（標準化された各業務システムがプラットフォーム上で稼動するイメージ。)
これにより
・ 各ベンダーが提供する各種業務システムの中から、自治体側で最適なものを選択が可能に。
・ マルチベンダー化や共同アウトソーシングも可能に。
→ プラットフォーム上で利用する
・ 業務システムの標準化
・ 業務プロセスの標準化
・ データベースの標準化
・ システム連携技術の標準化

○ 消費者・ユーザーへの対応（※次世代プラットフォームにも共通）
→ Consumer Notice  (消費者への通知)
消費者・ユーザーへ向けての告知、メリット・デメリットについて明確に伝える。

→ Consumer Choice  (消費者による選択)
住基カードや電子タグ等につき、使用・無効化の選択を消費者・ユーザーに委ねる。

→ Consumer Education  (消費者の啓発)
正確な情報を消費者に伝え、その技術と利点についての理解を深める啓発活動推進。

追加検討すべき対応策例
⑤ 共通事項
○ 情報システムのフレキシブルな連携・組み替えを実現するシステム構築・連携手法の標準化
（標準化された各業務システムがプラットフォーム上で稼動するイメージ。)
これにより
・ 各ベンダーが提供する各種業務システムの中から、自治体側で最適なものを選択が可能に。
・ マルチベンダー化や共同アウトソーシングも可能に。
→ プラットフォーム上で利用する
・ 業務システムの標準化
・ 業務プロセスの標準化
・ データベースの標準化
・ システム連携技術の標準化

○ 消費者・ユーザーへの対応（※次世代プラットフォームにも共通）
→ Consumer Notice  (消費者への通知)
消費者・ユーザーへ向けての告知、メリット・デメリットについて明確に伝える。

→ Consumer Choice  (消費者による選択)
住基カードや電子タグ等につき、使用・無効化の選択を消費者・ユーザーに委ねる。

→ Consumer Education  (消費者の啓発)
正確な情報を消費者に伝え、その技術と利点についての理解を深める啓発活動推進。
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３．３．プラットフォームの課題と対応策の追加検討すべき事項：次世代

追加検討すべき対応策例
① 情報家電・ホームネットワーク
○ わが国の強みである情報家電のサービス実現を促すプラットフォーム構築の促進

→ 情報家電各種規格の早期決定を支援。
(従来は異なる規格でも先端ユーザーが使用し、その結果を見て一般顧客が
規格を選んでいたが、商品サイクルの短縮で、この枠組みの維持では
消費者が不利益となる場合が予想される。)

② 電子タグ・センサーネットワーク
○ ユビキタスネット社会の核として期待される電子タグのプラットフォームの開発

→ 対応する法整備の検討促進。
③ 位置情報
○ 位置情報を活用し、利用者環境にきめ細かく対応するサービスの開発促進

→ 実証実験促進と同時に公共セクターでの利活用促進。
→ 観光分野等の地域振興とあわせたビジネスモデル開発支援。

④ 共通事項
○ 研究開発の促進

→ 予算投入、税制等
○ 新規産業創出とベンチャー支援

→ 支援産業・人材の育成：エンジェル、コーディネーター、ディレクター
○ 社会システムの見地からのグランドデザインと検証促進

→ 検証、並びに調査活動の支援。

追加検討すべき対応策例
① 情報家電・ホームネットワーク
○ わが国の強みである情報家電のサービス実現を促すプラットフォーム構築の促進

→ 情報家電各種規格の早期決定を支援。
(従来は異なる規格でも先端ユーザーが使用し、その結果を見て一般顧客が
規格を選んでいたが、商品サイクルの短縮で、この枠組みの維持では
消費者が不利益となる場合が予想される。)

② 電子タグ・センサーネットワーク
○ ユビキタスネット社会の核として期待される電子タグのプラットフォームの開発

→ 対応する法整備の検討促進。
③ 位置情報
○ 位置情報を活用し、利用者環境にきめ細かく対応するサービスの開発促進

→ 実証実験促進と同時に公共セクターでの利活用促進。
→ 観光分野等の地域振興とあわせたビジネスモデル開発支援。

④ 共通事項
○ 研究開発の促進

→ 予算投入、税制等
○ 新規産業創出とベンチャー支援

→ 支援産業・人材の育成：エンジェル、コーディネーター、ディレクター
○ 社会システムの見地からのグランドデザインと検証促進

→ 検証、並びに調査活動の支援。
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参考Ⅴ 次世代プラットフォームの研究開発について

０　　　　　　　５０００　　　　　１００００　　　　１５０００　　　　　２００００　　　　

　
※大学等予算（約1.2兆円）を科学技術研究費補助金の分野別配分率によって按分・推計（内閣府作成）

（金額：億円）

大学等
含まない

参考：平成１６年度科学技術関係予算（大学等予算を含む）の８分野シェア（推計）

大学等
含む 9350

(31.1%) 2348
(7.8%)

ライフサイエンス 情報通信

環境

ナノ・材料

０　　　　　　５０００　　　　　１００００　　　　１５０００　　　　　２００００　　　　２５０００　　　　３００００

　　　

エネルギー

製造技術

社会基盤 フロンティア
（宇宙・海洋）

（金額：億円）重点４分野　１５，８９２

1676
(5.6%)

2517
(8.4%)

7012
(23.3%)

737
(2.5%)

3314
(11.0%)

3117
(10.4%)

4362
(20.9%) 1758

(8.4%)

1175
(5.6%)

940
(4.5%)

6826
(32.6%)

203
(1.0%)

2836
(13.6%)

2814
(13.5%) ８分野合計　２０，９１５

８分野合計
　３０，０７２

重点４分野　８，２３６

①科学技術関係予算の８分野シェア（平成16年度）

重点８分野のうち情報通信分野の配分率は８．４％であり、
大学等予算を含めても７．８％しかない
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参考Ⅴ 次世代プラットフォームの研究開発について

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

ライフ
サイエンス

環境

大学等
公的研究機関
非営利団体
企業等

情報通信 ナノテク・材料

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 情報通信 環 境 ﾅﾉﾃｸ・材料

企業等

非営利団体

公的機関

大学等

47.9%

3.4%

13.2%

35.4%

91.5%

0.8%

2.3%

5.3%

72.0%

6.9%

12.5%

8.69%

56.2%

7.6%

16.7%

19.6%

非営利団体：公益法人、技術研究組合等
公的機関：国公営、独立行政法人等

出典：平成14年度科学技術研究調査（総務省）

②重点４分野における各研究主体の構成比

情報通信分野は企業の負担が圧倒的に大きい
基礎研究や応用研究弱体化
国際競争力の低下が
懸念される。
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参考Ⅴ 次世代プラットフォームの研究開発について

19%

10%

31%

40%

71%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

その他

グローバルスタンダードを獲得し

ていない
国内市場中心で、中国等の大規

模市場の獲得ができていない

研究開発費、研究人員の削減

中国、韓国など東アジア諸国の研

究開発力強化

国際競争力のレベル 「低下している」とした場合の理由

競争力があまりないという意見が９０%
競争力を堅持しているという意見は０%！

その他

10%

著しく低下している

17%

競争力を堅持して

いる面もあるが低

下している面もある

73%

グローバルな競争

力を堅持

0%

•出典 「ユビキタスネット社会に向けた>研究開発の在り方について」情報通信ネットワーク産業協会

③ネットワーク分野での我が国の競争力に関するアンケート結果
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参考Ⅴ 次世代プラットフォームの研究開発について

•出典 「ユビキタスネット社会に向けた>研究開発の在り方について」情報通信ネットワーク産業協会に一部修正

④研究・開発から事業化・産業化、ユビキタス社会へ

公的分野での早期利活用と、そのフィードバック公的分野での早期利活用と、そのフィードバック((日本型現場主義日本型現場主義))がキーがキー

研究 事業化開発 産業化

公的研究機関
利活用の結果を
素早く研究開発の

現場にﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
するｻｲｸﾙを構築。

（官公/民）
公的事業主体

■ユビキタスＰＦ■ユビキタスＰＦ
■電子政府・自治体
■ IＴＳインフラ
■ ４Ｇモバイル

成果成果

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

安
全
安
心
・
快
適
な
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会

民間企業
○技術力養成
○知財蓄積
○競争力強化

国内市場
海外市場

市場展開

委
託
等 調
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事
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化
推
進
室

実現

実現
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デ
ス
バ
レ
ー 利活用
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